
 

 

無償教育の実現と 

学校事務職員の定数・待遇改善を求める署名 
 

文部科学大臣 様 

 

わたしたちは、「子どもの学習権」保障のため無償教育の実現と、学校事務職員の定数・待遇

改善を求め、以下のとおり要請いたします。 

 

１．お金の心配なく子どもたちが安心して学べるよう、給食費・教材費をはじめ教育の無償化を

実現してください。「給食費の無償化実施自治体調査」をふまえ、国の責任で給食費無償を

早急に実現してください。 

 

２．教材費にも及んでいる物価高騰をふまえ、日常の教育活動に支障が生じないように学校予算

を保障するよう各自治体へ働きかけてください。 

 

３．「義務標準法」「高校標準法」を改正して、学校事務職員の定数改善をすすめてください。

就学援助加配基準の見直し、特に「２５％」基準を撤廃してください。 

 

４．特別支援学校の業務に見合った学校事務職員の定数改善をすすめてください。 

 

５．学校事務職員定数予算で他職種の任用をするなどの職種枠外しをおこなわないよう、都道府

県を指導してください。非正規率を下げるよう働きかけてください。 

 

６．学校事務職員の給与等の改善をすすめ、誰もが国の行政職俸給表（一）６級まで到達できる

よう所要の改正をすすめてください。 

 

７．義務教育国庫負担制度の堅持並びに復元をすすめてください。 

 

８．「学校における働き方改革」を口実とした事務職員の業務負担増や「学校事務の共同実施」

「共同学校事務室」の押しつけをやめてください。 

 

９．給食費の公会計化や無償化、高校の授業料実質無償化に伴い、事務職員の業務負担が増えな

いように各自治体へ働きかけてください。 

 

お 名 前 住    所 

  

  

  

  

（       ）教職員組合・全日本教職員組合事務職員部 



 

 

全国に広がる給食費無償化 
 

 

 

 

 

 

 

 

学校給食費の無償化を実施する各教育委員会における取組の実態調査（令和５年９月１日現在）文科省 

 

就学援助加配の課題 
就学援助加配基準：１００人以上かつ２５％以上 

  

 

 

 

 

 

 

２０２３年９月 ７７５自治体 

複数配置基準 

 小学校２７学級  

中学校２１学級 

２０１０年 ５自治体 

全校児童生徒 

４００人～６５０人程度 

就学援助加配なし 

複数配置も無し 

就学援助該当児童 

１０１人 

全校児童生徒 

４００人以下 

就学援助加配 １名 


